
リスク管理体制
基本認識

　住友生命では、健全な財務基盤を確保し、ご契約い
ただいたお客さまに保険金等を確実かつ適切にお支
払いするため、経営を取り巻くさまざまなリスクを把
握・分析し、適切なリスクコントロールを行っています。

具体的には、「保険引受リスク」「流動性リスク」「資産
運用リスク」「オペレーショナル・リスク」等、それぞれの
リスク特性に応じたリスクコントロールを行っており、
リスク管理態勢の整備・高度化にも取り組んでいます。

リスク管理に関する方針、規程等

　取締役会等において、リスク管理態勢等に関する方
針を定めたリスク管理方針(※）や、これらの管理方針に
基づき具体的なリスク管理手法等を定めたリスク管理

規程等を定めています。

※ 「統合的リスク管理方針」およびリスク・カテゴリーごとのリスク管理方針

リスク管理体制

　取締役会等は、統合的リスク管理方針等に基づき、
リスク状況について報告を受け、統合的リスク管理態
勢の実効性の評価、問題点等の検証を行っています。
　リスク管理統括部と各リスク管理部門は、統合的リ
スク管理方針等に基づき、適切に連携し、本社、支社、
子会社等および外部委託先の各リスクを管理する態
勢としています。

　また、ERM(※）委員会は、リスク状況を適切にモニタリ
ングし、リスク管理に関する部門横断的な課題対応や
ERMの経営への活用等について審議を行っています。
　さらに、リスク管理について内部監査や外部監査に
よる検証を受けることで一層の適切性・有効性の確保
を図っています。
※ Enterprise Risk Managementの略
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注： 上記リスクのほか、コンダクトリスク、人的リスク、有形資産リスク、風評リスク、グループ会社リスク、変額最低保証リスクについて、リスク管理を実施しています。
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リスク管理体制図

統合的リスク管理

　さまざまなリスクを全社的な観点から統合的に評価
し、経済価値ベースで自己資本等と比較するなど、リス
ク状況を適時適切にモニタリングすること等を通じ
て、事業全体としてリスクをコントロールする統合的リ
スク管理・運営を行っています。
　また、統合的リスク管理の枠組みを支えるリスク文
化の醸成に努めています。
　統合的リスク管理等の取組み状況は、ORSA(※）レ
ポートとして体系的に取りまとめ、統合的リスク管理の

高度化等に活用しています。
　2019年度より、国内外の金融市場の混乱など、極め
て大きな影響を及ぼす可能性のある事象を「重要なリ
スク」として網羅的に把握し、特定した「重要なリスク」
の状況や影響度を評価、モニタリングのうえ必要に応
じた対応をとっています。

※ Own Risk and Solvency Assessmentの略

ストレス・テストの実施

　統合的リスク管理におけるリスク計測モデルでは把
握が困難な事象として、大規模な自然災害や金融市場
の大きな混乱といった最悪のシナリオを想定したスト
レス・テストを実施し、健全性に与える影響を分析して

います。
　ストレス･テストの結果は、取締役会等に報告され、
経営戦略上の対応や財務基盤の強化等の検討に役立
てています。

ALM体制

　ALMとは、資産（Asset）と負債（Liability）を総合
的に管理（Management）することをいいます。生命
保険会社における負債の大半は、将来の保険金等をお
支払いするために積み立てている責任準備金であり、
市場環境等の悪化時にも保険金等のお支払いを確実
に行うため、資産と負債を適切に管理することが重要

となります。
　ERM委員会において、負債特性を踏まえた資産運
用戦略や金利リスクの状況等のALMに関する重要事
項について審議を行い、リスクを適切にコントロールし
つつ、収益の向上を図っています。

リスクの定義

リスクの種類 リスクの定義
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経済情勢や保険事故の発生率等が保険料設定時の予測に反して変動することにより、損失を被る
リスク
想定外の資金流出等により資金繰りが悪化し、資金確保に通常よりも著しく低い価格での取引等を
余儀なくされ、損失を被るリスク

市場の混乱等により取引機会が消失したり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされ、
損失を被るリスク

金利、為替、株価等の変動により、保有する資産・負債（オフ・バランスを含む）の価値が変動し、損
失を被るリスク

信用供与先の財務状況の悪化等により、保有する資産（オフ・バランスを含む）の価値が減少し、損
失を被るリスク

賃貸料等の不動産収益の減少や不動産価格の下落により損失を被るリスク、および不動産に関する
事故の発生等により、損失を被るリスク

コンピュータシステムのダウンもしくは誤作動等のシステム不備等、またはコンピュータの不正使用等
により、損失を被るリスク

正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより、損失を被るリスク

顧客情報等の漏えい、滅失、き損等により、損失を被るリスク

国内外の子会社・関連法人等への出資金が毀損し、損失を被るリスク
注： 上記リスクのほか、コンダクトリスク、人的リスク、有形資産リスク、風評リスク、グループ会社リスク、変額最低保証リスクについて、リスク管理を実施しています。
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リスク管理体制
基本認識

　住友生命では、健全な財務基盤を確保し、ご契約い
ただいたお客さまに保険金等を確実かつ適切にお支
払いするため、経営を取り巻くさまざまなリスクを把
握・分析し、適切なリスクコントロールを行っています。

具体的には、「保険引受リスク」「流動性リスク」「資産
運用リスク」「オペレーショナル・リスク」等、それぞれの
リスク特性に応じたリスクコントロールを行っており、
リスク管理態勢の整備・高度化にも取り組んでいます。

リスク管理に関する方針、規程等

　取締役会等において、リスク管理態勢等に関する方
針を定めたリスク管理方針(※）や、これらの管理方針に
基づき具体的なリスク管理手法等を定めたリスク管理

規程等を定めています。

※ 「統合的リスク管理方針」およびリスク・カテゴリーごとのリスク管理方針

リスク管理体制

　取締役会等は、統合的リスク管理方針等に基づき、
リスク状況について報告を受け、統合的リスク管理態
勢の実効性の評価、問題点等の検証を行っています。
　リスク管理統括部と各リスク管理部門は、統合的リ
スク管理方針等に基づき、適切に連携し、本社、支社、
子会社等および外部委託先の各リスクを管理する態
勢としています。

　また、ERM(※）委員会は、リスク状況を適切にモニタリ
ングし、リスク管理に関する部門横断的な課題対応や
ERMの経営への活用等について審議を行っています。
　さらに、リスク管理について内部監査や外部監査に
よる検証を受けることで一層の適切性・有効性の確保
を図っています。
※ Enterprise Risk Managementの略
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リスク管理体制図

統合的リスク管理

　さまざまなリスクを全社的な観点から統合的に評価
し、経済価値ベースで自己資本等と比較するなど、リス
ク状況を適時適切にモニタリングすること等を通じ
て、事業全体としてリスクをコントロールする統合的リ
スク管理・運営を行っています。
　また、統合的リスク管理の枠組みを支えるリスク文
化の醸成に努めています。
　統合的リスク管理等の取組み状況は、ORSA(※）レ
ポートとして体系的に取りまとめ、統合的リスク管理の

高度化等に活用しています。
　2019年度より、国内外の金融市場の混乱など、極め
て大きな影響を及ぼす可能性のある事象を「重要なリ
スク」として網羅的に把握し、特定した「重要なリスク」
の状況や影響度を評価、モニタリングのうえ必要に応
じた対応をとっています。

※ Own Risk and Solvency Assessmentの略

ストレス・テストの実施

　統合的リスク管理におけるリスク計測モデルでは把
握が困難な事象として、大規模な自然災害や金融市場
の大きな混乱といった最悪のシナリオを想定したスト
レス・テストを実施し、健全性に与える影響を分析して

います。
　ストレス･テストの結果は、取締役会等に報告され、
経営戦略上の対応や財務基盤の強化等の検討に役立
てています。

ALM体制

　ALMとは、資産（Asset）と負債（Liability）を総合
的に管理（Management）することをいいます。生命
保険会社における負債の大半は、将来の保険金等をお
支払いするために積み立てている責任準備金であり、
市場環境等の悪化時にも保険金等のお支払いを確実
に行うため、資産と負債を適切に管理することが重要

となります。
　ERM委員会において、負債特性を踏まえた資産運
用戦略や金利リスクの状況等のALMに関する重要事
項について審議を行い、リスクを適切にコントロールし
つつ、収益の向上を図っています。

リスクの定義

リスクの種類 リスクの定義

保険引受リスク

流動性
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資産運用
リスク

オペレー
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グループ会社等出資リスク

資金繰りリスク

市場流動性リスク

市場リスク

信用リスク

不動産投資リスク

事務リスク

システムリスク

情報リスク

経済情勢や保険事故の発生率等が保険料設定時の予測に反して変動することにより、損失を被る
リスク
想定外の資金流出等により資金繰りが悪化し、資金確保に通常よりも著しく低い価格での取引等を
余儀なくされ、損失を被るリスク

市場の混乱等により取引機会が消失したり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされ、
損失を被るリスク

金利、為替、株価等の変動により、保有する資産・負債（オフ・バランスを含む）の価値が変動し、損
失を被るリスク

信用供与先の財務状況の悪化等により、保有する資産（オフ・バランスを含む）の価値が減少し、損
失を被るリスク

賃貸料等の不動産収益の減少や不動産価格の下落により損失を被るリスク、および不動産に関する
事故の発生等により、損失を被るリスク

コンピュータシステムのダウンもしくは誤作動等のシステム不備等、またはコンピュータの不正使用等
により、損失を被るリスク

正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより、損失を被るリスク

顧客情報等の漏えい、滅失、き損等により、損失を被るリスク

国内外の子会社・関連法人等への出資金が毀損し、損失を被るリスク
注： 上記リスクのほか、コンダクトリスク、人的リスク、有形資産リスク、風評リスク、グループ会社リスク、変額最低保証リスクについて、リスク管理を実施しています。
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保険引受リスク

　保険商品の開発に際して、保険事故発生率の不確
実性等、内在するリスクの分析・評価をするとともに、
保険料等の価格設定においては、基礎データの信頼
度を考慮した計算基礎率の設定等により、将来の保険
金等のお支払いが確実に履行できるよう十分配慮して
います。
　また、被保険者の健康状態等に応じた引受基準の
設定にあたり、保険事故の実際発生率の検証等によ

り、保険商品の基礎率等に応じて適切に設定されてい
ることを確認しています。
　さらに、保険商品の発売後においては、収支状況、保
険事故発生率の状況、将来収支予測およびリスク量の
計測等のモニタリングを行っています。
　これらの情報をもとに、保険引受リスクの顕在化が
みられる場合には、関連各部署とともに適時適切な対
応を講じています。

オペレーショナル・リスク

流動性リスク

　資金繰りリスクについては、会社全体のキャッシュ
フローを一元的に把握し、常に一定額以上の余裕資金
を準備することにより対応しています。また、資金繰り
の逼迫度に応じてとるべき対応策を定め、流動性危機

時等における対応体制を構築しています。
　市場流動性リスクについては、資産ごとの市場規模
等に基づき、一定期間内におけるキャッシュ化可能額
を推計し、不測の事態に対処できるよう努めています。

資産運用リスク

　資産運用ポートフォリオ全体、および運用目的に応
じて区分した各ポートフォリオについて、リスク量とし
てVaR(※）を計測し、それぞれに設定したリスクリミット
と比較することで、リスク状況をモニタリングしていま
す。資産運用リスクを構成する市場リスク、信用リスク
および不動産投資リスクについても、リスク量とリスク
リミットを比較することなどにより、リスクの把握・管
理に努めています。
　また、信用リスクを有する主な資産（公社債、貸付金
等）においては、個別投融資先に対し信用力に応じた
社内格付を付与するとともに、定期的に社内格付を見

直し、信用状況の変化を管理しています。
　不動産への投資においては、投資利回りおよび収益
予測の検証を行い、投資対象を選別するとともに、保
有物件の立地、用途等の観点から不動産ポートフォリ
オの分散を図っています。また、空室の解消や計画的・
効果的な営繕工事等を通じて物件価値向上・事故の
未然防止のための取組みを行っています。

※ VaR（バリュー・アット・リスク）：過去の株価や金利などの変動率をリ
スクの大きさと捉え、現在保有する資産・負債ポートフォリオに過去の
変動率を当てはめて理論的に算出した、一定の確率の下で生じる最大
損失金額。

項目 内容

再保険を付す際の方針

再保険を引き受ける際の方針

再保険カバーの入手方法

保有する保険引受リスクの内容、規模、集中度等を踏まえ、リスクの分散または収益の安定化等が
必要な場合に、再保険を活用することとしています。
保険引受リスクが経営に影響を与えない範囲内で、リスクの特性および収益性等を踏まえ、再保険の
引受けを行うこととしています。

出再先の選定に際しては、格付等により出再先の信用力を踏まえるとともに、移転させるリスクの特
定の出再先への集中の状況について留意しています。

再保険について

　事務リスク管理においては、業務の健全かつ適切な
運営を図るため、各組織が社内規定等に則って事務を
執行し、それに伴うリスクを自律的に管理するととも
に、内部監査部による確認も行っています。
　また、事務リスク管理部門は、PDCAサイクル(※）の継
続的実践による全社的な事務リスク管理に努め、各組
織は、事務リスクの未然防止に取り組むとともに、誤っ

た事務処理等が発生した場合には、お客さま対応、原
因分析、再発防止策の策定を、的確かつ速やかに行う
よう努めています。

※ PDCAサイクル：Plan（計画）、Do（実施・実行）、Check（点検・評価）、
Action（処置・改善）のサイクルを繰り返すことで継続的な業務改善を
行う仕組み。

(１) 事務リスク

　システムリスク管理においては、業務・サービスを根
幹で支え、大切なお客さまの情報を管理しているコン
ピュータシステムの安定的かつ安全な稼動を確保する
ために、セキュリティポリシーおよびシステムリスク管
理方針に基づいた各種対策の実施とシステムの運行
管理に努めています。具体的には、故障・障害等の発生
に備えたバックアップの仕組みやシステム開発保守態
勢の整備のほか、大規模災害等に備えバックアップセ
ンターを設置するなど、体制の維持・確保に取り組ん

でいます。
　また、サイバーセキュリティ対策においては、イン
ターネットサービスをお客さまに安心してご利用いた
だけるよう、お客さま情報の漏えいやシステムへの不
正アクセス防止対策など多層的な防御策の実施に努
めるとともに、防御だけでなく、サイバー攻撃を受けた
場合の早期検知・対応・復旧も重視した、態勢構築に取
り組んでいます。

(２) システムリスク

　情報リスク管理においては、顧客情報等が漏えい
し、お客さまの大切な権利・利益や当社の健全な業務
運営が損なわれることがないよう、セキュリティポリ
シーおよび顧客情報等管理方針に基づいて、顧客情
報等を適切に管理しています。
　具体的には、保管・送付・廃棄等の各段階における顧
客情報等の適切な取扱いを社内規定として明確化し、

これらのルールを社内報や社内研修等の機会を通じ
て役職員に周知徹底するとともに、各組織の情報管理
状況を把握し、必要な対策を講じています。
　このような顧客情報等の安全管理状況については、
内部監査部が実施する内部監査でも適宜確認してお
り、確認結果に基づき安全管理措置の充実・強化に取
り組んでいます。

(３) 情報リスク

　上記のほか、コンダクトリスク、人的リスク、有形資
産リスク、風評リスクを管理対象としています。
　コンダクトリスクについては、「法令等への不適切な
対応、お客さま視点の欠如等により、お客さま本位の

業務運営が適切に行われず、将来の大きな損失につな
がるリスク」と規定し、社内研修等を通じて、リスク管
理の観点からも、お客さま本位の業務遂行を全職員に
徹底しています。

(４) その他のオペレーショナル・リスク

　大規模な災害や深刻な風評被害等が発生した
場合に備えて「危機管理規程」を定め、さらに「大規
模災害等対策マニュアル」で大規模災害発生時の
会社の意思決定・事務遂行能力維持のための体
制・手順等を規定しています。
　また、本社機能が停止する等、通常の方法では保険
金の支払等の重要業務の継続が困難となった場合に
備えて、「業務継続計画（BCP）」を定めており、具体的
な対応を「業務継続マニュアル」に規定しています。

　実際に、東日本大震災や平成28年熊本地震、平
成30年7月豪雨においては、災害発生直後に危機対
策本部を立ち上げ、社内外の被害状況の確認や、お
客さまへのご連絡・お見舞い訪問、保険金等のお支
払いなど、迅速かつ適切な対応を実施しました。
　これからもお客さまの信頼にお応えすることが
できるよう、毎年計画に基づいて訓練を実施し、そ
の結果から随時マニュアルを見直し・改定する等、
維持・向上に努めていきます。

大規模災害等への対策について

グループ会社等出資リスク

　国内外の子会社・関連法人等への出資金の株価や
為替の変動によるリスク、所在国のカントリーリスク

（外貨事情、政治・経済情勢等）のモニタリングを実施
しています。

価値創造を支える基盤
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保険引受リスク
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度を考慮した計算基礎率の設定等により、将来の保険
金等のお支払いが確実に履行できるよう十分配慮して
います。
　また、被保険者の健康状態等に応じた引受基準の
設定にあたり、保険事故の実際発生率の検証等によ
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険事故発生率の状況、将来収支予測およびリスク量の
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変動率を当てはめて理論的に算出した、一定の確率の下で生じる最大
損失金額。
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